
　（総則）

第１条　令和８年度御坊市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均有収水量

　（４）主要な建設改良事業　　管渠整備費

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　収　　　入

　第１款　下水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　　第３項　特別利益

　　　　支　　　出

　第１款　下水道事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　特別損失

　　第４項　予備費

４１,７０４千円

１千円

２,０００千円

令和８年度　御坊市下水道事業会計予算

３６３,７５８千円

３２０,０５３千円

４８,９０３千円

３１４,８５４千円

１千円

３６３,７５８千円

１,１２８戸

２６６,０００㎥

７２９㎥

１５,２４８千円



　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２，５０３

　千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８４２千円及び過年度分損益勘定留保資金９１，６６１千円で補

　填するものとする。）。

　　　　収　　　入

　第１款　資本的収入

　　第１項　企業債

　　第２項　他会計出資金

　　　　支　　　出

　第１款　資本的支出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）営業費用、営業外費用、特別損失の各項に係る経費

　（２）建設改良費、企業債償還金の各項に係る経費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 千円４３,８８８

借入先の融資条件による。ただし、企業財
政その他の都合により繰上償還又は低利に
借り換えることができる。

５．０％以内

９６,８３３千円

６,０００千円

９０,８３３千円

１８９,３３６千円

２１,２４８千円

１６８,０８８千円

建設改良工事費 証書借入

千円

６,０００

利率 償還の方法起債の目的 限度額 起債の方法



　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２３１，４１９千円である。

令和８年３月６日提出

御坊市長　三　浦　源　吾



　　　　　令　和　８　年　度

　　　　　　　　　　御　坊　市　下　水　道　事　業　会　計　予　算

　　　附　　属　　明　　細　　書

［１］

［２］

［３］

［４］

［５］

［６］ 　令和７年度　御坊市下水道事業会計予定損益計算書

［７］

　債務負担行為に関する調書

　令和７年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

　令和８年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

　令和８年度　御坊市下水道事業会計予算実施計画

　給与費明細書

　令和８年度　御坊市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書



（単位　千円）

款 項 備                                     考

 1.下水道事業収益 363,758 公共251,838　農集111,920

 1.営業収益 48,903 公共12,042　農集36,861

 1. 下水道使用料 48,895

下 水 道 使 用 料 48,895 公共12,034　農集36,861

 2. その他営業収益 8

手 数 料 8 電柱等敷地使用料　公共8

 2.営業外収益 314,854 公共239,795　農集75,059

 1. 他会計補助金 231,419

他 会 計 補 助 金 231,419 公共181,849　農集49,570

 2. 長期前受金戻入 83,434 公共57,945　農集25,489

受益者負担金長期
前 受 金 戻 入

7,707 公共4,078　農集3,629

国庫補助金長期前
受 金 戻 入

53,809 公共53,809

県補助金長期前受
金 戻 入

21,860 農集21,860

他会計補助金長期
前 受 金 戻 入

58 公共58

 3.
消費税及び地方消
費税還付金

1

消費税及び地方消
費 税 還 付 金

1 令和8年度に係る消費税　公共1

 3.特別利益 1 公共1

 1. その他特別利益 1

そ の 他 特 別 利 益 1 公共1

[１] 令和８年度　御坊市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　収　　　　　　　　　　入

目 節 予　　定　　額
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（単位　千円）

款 項 備                                     考

 1.下水道事業費用 363,758 公共221,838　農集141,920

 1.営業費用 320,053 公共185,686　農集134,367

 1. 管渠費 14,847 公共6,247　農集8,600

備 消 品 費 100 中継ポンプ等備消品　農集100

燃 料 費 24 中継ポンプ等燃料費　公共9　農集15

通 信 運 搬 費 489 中継ポンプ通信費　農集489

委 託 料 8,824 中継ポンプ維持管理業務他　公共4,185　農集4,639

修 繕 費 670 中継ポンプ修繕　公共450　農集220

動 力 費 4,670 中継ポンプ動力費　公共1,560　農集3,110

保 険 料 70 損害賠償保険　公共43　農集27

 2. 処理場費 64,050 公共18,710　農集45,340

備 消 品 費 318 処理場等備品　公共38　農集280

燃 料 費 21 処理場等燃料費　公共10　農集11

光 熱 水 費 202 処理場水道代　公共42　農集160

通 信 運 搬 費 322 処理場通信費　公共184　農集138

委 託 料 35,704 処理場維持管理業務他　公共12,195　農集23,509

手 数 料 8,647 処理場汚泥搬出手数料他　公共743　農集7,904

修 繕 費 6,400 処理場修繕　公共3,400　農集3,000

動 力 費 12,303 処理場動力費　公共2,040　農集10,263

保 険 料 133 損害賠償保険　公共58　農集75

　　　　支　　　　　　　　　　出

目 節 予　　定　　額



款 項 備                                     考

 3. 総係費 35,269 公共10,757　農集24,512

給 料 16,717 公共1名　農集3名　公共4,852　農集11,865

手 当 8,213

扶養　公共312　農集546
通勤　公共24　　農集48
住宅　農集567
期末勤勉　公共1,328　農集3,128
管理　農集600
児童　公共240　農集420
超勤　公共500　農集500

法 定 福 利 費 4,824 職員共済組合負担金等　公共1,343　農集3,481

賞与引当金繰入額 2,936 公共874　農集2,062

通 信 運 搬 費 224 郵便料金　公共38　農集186

委 託 料 1,798 会計システム保守委託等　公共978　農集820

手 数 料 339 使用料口座振替手数料　公共125　農集214

賃 借 料 50 通行料等　公共50

負 担 金 118 各種協会負担金等　公共93　農集25

貸倒引当金繰入額 50 農集50

 4. 減価償却費 205,887

有形固定資産減価
償 却 費

205,887 公共149,972　農集55,915

 2.営業外費用 41,704 公共35,151　農集6,553

 1.
支払利息及び企業
債取扱諸費

41,703

企 業 債 利 息 41,703 公共35,151　農集6,552

 2.
消費税及び地方消
費税

1

消費税及び地方消
費 税

1 農集1

目 節 予　　定　　額
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款 項 備                                     考

 3.特別損失 1 公共1

 1. その他特別損失 1

そ の 他 特 別 損 失 1 公共1

 4.予備費 2,000 公共1,000　農集1,000

 1. 予備費 2,000

予 備 費 2,000 公共1,000　農集1,000

目 節 予　　定　　額



（単位　千円）

款 項 備                                     考

 1.資本的収入 96,833 公共16,260　農集80,573

 1.企業債 6,000 公共6,000

 1. 企業債 6,000

企 業 債 6,000 公共6,000

 2.他会計出資金 90,833 公共10,260　農集80,573

 1. 他会計出資金 90,833

他 会 計 出 資 金 90,833 公共10,260　農集80,573

　　　　収　　　　　　　　　　入

目 節 予　　定　　額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

-5-
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（単位　千円）

款 項 備                                     考

 1.資本的支出 189,336 公共108,287　農集81,049

 1.建設改良費 21,248 公共21,248

 1. 管渠整備費 15,248 公共15,248

給 料 6,726 公共2名　公共6,726

手 当 2,304
通勤　公共24
期末勤勉　公共1,780
超勤　公共500

法 定 福 利 費 1,750 職員共済組合負担金等　公共1,750

賞与引当金繰入額 1,078 公共1,078

旅 費 127 工場検査等　公共127

備 消 品 費 396 事務用文具他　公共396

燃 料 費 345 公用車燃料他　公共345

印 刷 製 本 費 50 領収書印刷等　公共50

委 託 料 540 システム保守点検等　公共540

手 数 料 90 車検手数料等　公共90

賃 借 料 1,318 複合機リース料等　公共1,318

修 繕 費 410 公共410

保 険 料 91 公共91

公 課 費 23 公共23

 2. 処理場改良費 6,000

工 事 請 負 費 6,000 公共6,000

　　　　支　　　　　　　　　　出

目 節 予　　定　　額



款 項 備                                     考

 2.企業債償還金 168,088 公共87,039　農集81,049

 1.
建設企業債元金償
還金

168,088

建設企業債元金償
還 金

168,088 公共87,039　農集81,049

目 節 予　　定　　額
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 （単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） 808 　有形固定資産の取得による支出 △20,389

　減価償却費 205,887 　投資活動によるキャッシュ・フロー △20,389

　長期前受金戻入額 △83,434

　支払利息及び企業債取扱諸費 41,703 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　賞与引当金の増減額（△は減少） △98 　による収入 6,000

　未収金の増減額（△は増加） △1,582 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　未払金の増減額（△は減少） 1,873 　の償還による支出 △168,088

　小計 165,207 　一般会計からの出資による収入 90,833

　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △41,703 　財務活動によるキャッシュ・フロー △71,255

　業務活動によるキャッシュ・フロー 123,504

資金増減額 31,860

資金期首残高 191,650

資金期末残高 223,510

[２] 令和８年度　御坊市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）



[３] 給 　与 　費　 明　 細　 書

1. 総        括                                                                     

6 23,443 13,226 36,669 7,219 43,888

6 (1) 24,596 13,326 37,922 7,544 45,466

0 （△1） △ 1,153 △ 100 △ 1,253 △ 325 △ 1,578

職員数における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

区　分

本年度

前年度

比　較

　ア　会計年度任用職員以外の職員

6 23,443 13,226 36,669 7,219 43,888

6 (1) 24,596 13,326 37,922 7,544 45,466

0 （△1） △ 1,153 △ 100 △ 1,253 △ 325 △ 1,578

職員数における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

区　分

本年度

前年度

比　較

比　 較

前年度

本年度

（単位 ：千円）

区　　　　　　　　　分
職員数 給　　　与　　　費

法定福利費 合　　計
（人） 給　  　料 手     　当 計

手
当
の
内
訳

扶養手当 通勤手当 住居手当 超過勤務手当

996 96 270 1,500 10,038 426

△ 138 0 297 0 △ 433 174

管理職手当

858 96 567 1,500 9,605 600

期末勤勉手当

本年度

前年度

比　 較

手
当
の
内
訳

扶養手当

858

996

△ 138

（単位 ：千円）

区　　　　　　　　　分
職員数 給　　　与　　　費

法定福利費 合　　計
（人） 給　  　料 手     　当 計

96 567 1,500 9,605 600

通勤手当 住居手当 超過勤務手当 期末勤勉手当 管理職手当

0 297 0 △ 433 174

96 270 1,500 10,038 426
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２．給料及び手当の増減額の明細

改定率　3.51％

給与改定時期　令和7年4月1日

昇給に伴う増加分 179 平均昇給率　1.012

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

給　　料 △ 1,153

給与改定に伴う増減分 861

その他の増減分 △ 2,193

手　　当 △ 100

制度改正に伴う増減分 104

その他の増減分 △ 204

（単位 ：千円）



３．給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

 (１) 職員一人当たり給与

企  業  職

（企 業 職）   職    員    数    （Ａ） 6

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 5

-

-

1

4

-

 (２) 初任給 -

83.3

  職    員    数    （Ａ） 6

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 5

 -

 (３) 級別職員数 -

-

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 5

７級 0 0.0 ３級 2 33.3 -

６級 1 16.7 ２級 0 0.0 -

(1) (100.0)
2  33.3
(1) (100.0)
6 100.0

６級 1 16.7 ２級 0 0.0 ６月(月分) １２月(月分) (月分)

(1) (100.0)
2  33.3
(1) (100.0)
6 100.0

（級別の基準となる職務）

５級 ４級 ３級 ２級

企業職 所　長 次　長 主　任 副主任

通勤手当 同じ

住居手当 同じ

主　査
技手、技術員
主事、事務員

区　　　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同じ

職員数及び構成比における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものである。 一般会計の制度 2.325 2.325 4.65 有

令和７年1月1日現在

支給率における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものである。

区　分 ７・６級 １級 （６）その他の手当

４級 0 0.0 計 前　年　度 2.3(1.2) 2.3(1.2) 4.6(2.4) 有

33.3
区　　　　分

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措
置

５級 1 16.7 １級 本　年　度

７級 0 0.0 ３級 2

2.325 2.325 4.65 有

232,000 232,000

号給数別内訳

１号級(人）

２号級(人）

区　　　　　　分

  比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％） 83.3

４級 0 0.0 計 （５）期末手当、勤勉手当

企　　業　　職 ３号級(人）

４号級(人）

平均給料月額 (円 ) 292,100 ３号級(人）

６号級(人）

区          分
企　　業　　職 一般会計の制度   比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％）

事務 、技術職 （円） 一般行政職　（円）

前
　
年
　
度

(人）

高  　校　  卒

令和８年1月1日現在

５号級(人）

６号級(人）

５級 1 16.7 １級

200,300 200,300 (人）

大  　学　  卒

（４）昇 給

 区                               分
事  務、   技  術　職        区                                               分

本
　
年
　
度

(人）

平均給料月額 (円 ) 304,220 (人）

  令和８年１月１日現在

  令和７年１月１日現在 平均給与月額 (円 ) 322,506 ４号級(人）

平 均 年 齢 ( 歳 ) 44.01 ５号級(人）

平均給与月額 (円 ) 327,177

号給数別内訳

１号級(人）

平 均 年 齢 ( 歳 ) 45.04 ２号級(人）
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千円 千円 千円 千円

[４] 債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 損益勘定留保資金

5,496～令和７年度

令和１２年度

設計積算システム提供業務
5,496

令和８年度

0 5,496



 千円 千円 千円 千円

１

(1)

イ 466,336

ロ 241,398

△ 76,129 165,269

ハ 5,818,190

△ 528,329 5,289,861

ニ 496,966

△ 185,859 311,107

ホ 844

△ 658 186

ヘ 700

△ 383 317

6,233,076

6,233,076

２

(1) 223,510

(2) 27,376

△ 200 27,176

250,686

6,483,762

減 価 償 却 累 計 額

[５] 令和８年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和９年３月３１日現在）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

３

(1) 2,584,276

2,584,276

４

(1) 164,602

(2) 3,112

(3) 4,014

171,728

５
(1) 2,418,092
(2) △ 317,891

2,100,201
4,856,205

６ 1,415,319

７
(1)

イ 142,761
ロ 64,074

206,835
(2)

イ 2,811
ロ 2,592

5,403
212,238

1,627,557
6,483,762

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

資 本 の 部

引 当 金

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計



注記表（令和８年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　・減価償却の方法　　　　　定額法による。

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　　１５～５０年

　　　　構築物　　　　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　６～２０年

　　　　車両及び運搬具　　　　　　４～　５年

　　　　工具、器具及び備品　　　　３～２０年

　　　・重要なリース取引の処理方法

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採

　　　　用している。

　２　引当金の計上基準

　（１）退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、「御坊市下水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）賞与引当金

　　　職員の期末及び勤勉手当並びにこれに伴う法定福利費の支払のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に

　　属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　（１）賞与引当金の取崩し

　　　令和８年度において、期末及び勤勉手当並びにこれに伴う法定福利費の支払のため、賞与引当金４,０９５千円を取り崩す。
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　（２）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし。

Ⅲ．セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　御坊市下水道事業では、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業

　と農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　２　報告セグメントごとの状況

当年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日） （単位：千円）

減価償却費

支払利息

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース会計に係る特例措置

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

事業区分 事業の内容

 公共下水道事業 公共下水道処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

 農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

営業収益 10,948 33,510 44,458 

営業費用 183,326 129,365 312,691 

営業損益 △ 172,378 △ 95,855 △ 268,233 

経常損益 28,156 △ 27,348 808 

セグメント資産 4,815,089 1,668,673 6,483,762

セグメント負債 3,892,530 963,675 4,856,205

その他の項目

149,972 55,915 205,887

35,151 6,552 41,703

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

20,406 0 20,406



 千円 千円 千円

1

(1) 45,998

(2) 8 46,006

2

(1) 64,081

(2) 45,184

(3) 202,007 311,272

265,266

3

(1) 229,581

(2) 81,747 311,328

4

(1) 41,611

(2) 2,667 44,278 267,050

1,784

5

(1) 1 1

6

(1) 1 1 0

当年度純利益 1,784

前年度繰越利益剰余金 2,811

その他未処分利益剰余金変動額 △ 2,811

当年度未処分利益剰余金 1,784

そ の 他 特 別 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 企 業 債

取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

総 係 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

処 理 場 費

[６] 令和７年度　御坊市下水道事業会計予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料
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 千円 千円 千円 千円

１

(1)

イ 466,336

ロ 241,398

△ 57,381 184,017

ハ 5,681,058

△ 389,492 5,291,566

ニ 490,620

△ 137,818 352,802

ホ 844

△ 493 351

ヘ 700

△ 287 413

ト 123,072

6,418,557

6,418,557

２

(1) 191,650

(2) 25,794

△ 150 25,644

217,294

6,635,851

減 価 償 却 累 計 額

[７] 令和７年度　御坊市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和８年３月３１日現在）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



千円 千円 千円 千円

３

(1) 2,742,879

2,742,879

４

(1) 168,087

(2) 1,239

(3) 4,095

173,421

５
(1) 2,418,092
(2) △ 234,457

2,183,635
5,099,935

６ 1,324,486

７
(1)

イ 142,761
ロ 64,074

206,835
(2)

イ 2,811
ロ 1,784

4,595
211,430

1,535,916
6,635,851

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

資 本 の 部

引 当 金

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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注記表（令和７年度）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　・減価償却の方法　　　　　定額法による。

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　　１５～５０年

　　　　構築物　　　　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　６～２０年

　　　　車両及び運搬具　　　　　　４～　５年

　　　　工具、器具及び備品　　　　３～２０年

　　　・重要なリース取引の処理方法

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採

　　　　用している。

　２　引当金の計上基準

　（１）退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、「御坊市下水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）賞与引当金

　　　職員の期末及び勤勉手当並びにこれに伴う法定福利費の支払のため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に

　　属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　（１）賞与引当金の取崩し

　　　令和７年度において、期末及び勤勉手当並びにこれに伴う法定福利費の支払のため、賞与引当金５,１５９千円を取り崩す。



　（２）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし。

Ⅲ．セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　御坊市下水道事業では、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業

　と農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　２　報告セグメントごとの状況

当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日） （単位：千円）

減価償却費

支払利息

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース会計に係る特例措置

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

231,699 0 231,699

145,574 56,433 202,007

33,397 8,214 41,611

セグメント負債 4,029,671 1,070,264 5,099,935

その他の項目

経常損益 890 894 1,784 

セグメント資産 4,913,814 1,722,037 6,635,851

営業費用 182,279 128,993 311,272 

営業損益 △ 170,334 △ 94,932 △ 265,266 

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

営業収益 11,945 34,061 46,006 

事業区分 事業の内容

 公共下水道事業 公共下水道処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務

 農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において、し尿及び生活雑排水を処理する業務
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